
はじめに

注：財務諸表の元表は千円単位ですが、百万円単位としました。四捨五入等で調節したため合計と一致しない場合があります。

＊貸借対照表＊　（平成２３年３月３１日現在）

借　　　　方 貸　　　　方

［資産の部］将来に引き継ぐ財産 ［負債の部］これから負担する分

１、公共資産 ２２０億６，１００万円 １、固定負債
うち（１）生活インフラ・国土保全（道路・公園等） ８３億５，１００万円 翌々年度以降に返済する地方債など ３９億３，０００万円
うち（２）教育（小中学校・文化会館・楽山園等） ７４億２，９００万円

うち（３）福祉（総合福祉センター・保育園等） １１億８，２００万円 ２、流動負債
うち（４）環境衛生（一般廃棄物埋立処分場等） 　６億９，３００万円 翌年度に返済する地方債など 　５億４，４００万円
うち（５）産業振興（ふるさと館・物産センター等） ３６億３，２００万円

うち（６）消防（防火水槽等） 　２億　　８００万円 負債合計 ４４億７，４００万円
うち（７）総務（役場庁舎等） 　５億５，８００万円

うち売却可能資産（普通財産のうち売却が見込めるもの）　　　８００万円

２、投資等 ［純資産の部］これまでの世代で負担した分
特定の目的のための基金など ２１億　　５００万円 純資産合計 ２１２億３，９００万円

　うち　公共資産等整備国県補助金等

３、流動資産 　うち　公共資産等整備一般財源等

財政調整基金・減債基金など １５億４，７００万円 　うち　その他一般財源等

　うち　資産評価差額 　　　　　　　800万円

資産合計 負債・純資産合計

＊行政コスト計算書＊　（平成２２年度分・・２２年４月１日より２３年３月３１日まで）

［経常行政コスト］

人にかかるコスト(人件費等）① ９億８，０００万円

物にかかるコスト(物件費等）② １６億４，４００万円

移転支出的なコスト（扶助費・補助費等）③ １９億１，６００万円

その他のコスト（支払利息等）④ ７，９００万円

経常行政コスト合計（①+②+③+④） ４６億１，９００万円・・A

[経常収益]

使用料・手数料等⑤ １億５，６００万円

分担金・負担金・寄附金⑥ ５，３００万円

経常収益合計（⑤+⑥） ２億９００万円・・Ｂ

（差引）純経常行政コスト　　　A-Ｂ ４４億１，０００万円

　経常行政コストの中の「物にかかるコスト」には、減
価償却費という現金支出を伴わないコストが含まれて
いることもあり、実際に支払ったコストとしては、「移転
支出的なコスト」（扶助費や補助費等）が、際立って一
番高いことになります。
　経常収益には、使用料や手数料など主に受益者負
担による収入が計上されています。経常行政コスト
（A）から受益者負担分の収入（Ｂ）を引いた純経常行
政コストは４４億１，０００万円となっており、経常行政
コストの多くが、税金や地方交付税などの受益者負担
以外の収入で賄われていることがわかります。

２５７億１，３００万円 ２５７億１，３００万円

　貸借対照表は、町の財産・町債などの債務の状況や償還能力を明らかにします。これにより、町にどのような財産があ
り、住民負担がどのくらいあるのかを対比させ、次年度以降に引き継ぐ財産と住民負担を知ることができます。
　公共資産は、21年度末の公共資産残高に22年度中に取得した財産を加え、22年度中の減価償却分を減じて算出して
います。その結果、道路や公園などの生活インフラ・国土保全が最も多く、ついで学校や社会教育施設（文化会館・楽山
園等）などの教育関係が多くなっています。なお、22年度末より借方で売却可能資産を計上したため、貸方で資産評価差
額を計上しました。
　資産合計（将来に引き継ぐ財産）257億1,300万円から負債合計（これから負担する債務）44億7,400万円を引いた純資
産合計（これまでの世代による負担額）は212億3,900万円となっています。なお、社会資本形成の世代間負担比率は、純
資産合計からその他一般財源等を引いた額｛212億3,900万円-（-10億1,400万円）＝222億5,300万円｝を公共資産の合計
額（220億6,100万円）で除した1.01（101％）となっております。（参考：前年度は98％）

　行政コスト計算書は、町が提供した行政サービス
（人的サービスや補助金などの給付サービス）にか
かったコスト（資源の消費）と、それに充てられた受益
者負担分等の収入の１年間分をまとめたものです（建
物などの財産をつくるための費用は貸借対照表で表
されています）。

平成２２年度決算に基づく普通会計の財務諸表の概要をお知らせします

　甘楽町では、平成１３年度分より旧総務省方式の①貸借対照表②行政コスト計算書③キャッシュフロー（資金収支）計
算書を作成してきました。一方で、総務省より平成１９年１０月に「新地方公会計制度実務研究会報告書」が公表され、①
②③に加えて、④純資産変動計算書の作成が地方自治体に要請されました。

　新地方公会計制度における４表には、民間企業の複式簿記に近い「基準モデル」と、決算統計をベースとして段階的に
有形固定資産台帳を整備していく「改訂モデル」がありますが、当町では「改訂モデル」を選択し、普通会計版を作成いた
しました。この「改訂モデル」での作成は、２０・２１年度決算分に続き、今回が３回目となります。

32億900万円

190億3,600万円

▲10億1,400万円



＊資金収支計算書＊　（平成２２年度分・・２２年４月１日より２３年３月３１日まで）

[ 経常的収支の部]
経常的な行政サービスの収支状況です。

支出合計 ３４億９００万円
収入合計 ５０億６００万円
経常的収支額① １５億９，７００万円

[ 公共資産整備収支の部]
公共施設整備の収支状況です。

支出合計 ８億１，６００万円
収入合計 ５億５００万円
公共資産整備収支額② △３億１，１００万円

[ 投資・財務的収支の部]
基金の積立や借金返済等の資金調達に係る収支の状況です。

支出合計 １３億１，０００万円
収入合計 　 　　７，０００万円
投資・財務的収支額③ △１２億４，０００万円

合計（歳計現金等増減額）
④（①+②+③） 　　　４，６００万円

前年度末歳計現金残高⑤ １億８，７００万円

今年度末歳計現金残高⑥（④+⑤） ２億３，３００万円

＊純資産変動計算書＊　（平成２２年度分・・２２年４月１日より２３年３月３１日まで）

純資産合計
資産評価
差額

期首純資産残高 209億4,400万円 0

純経常行政コスト △44億1,000万円

一般財源 36億7,700万円

補助金等受入 10億1,300万円

臨時損益 800万円

科目振替 0

資産評価替えに
よる変動額

800万円 800万円

その他 0 0

期末純資産残高 ２１２億３，９００万円 800万円

  純資産変動計算書は、貸借対照表の純資産に計上されている数値が1年間でどのように変動したかを表しています。

　21年度末に209億4,400万円だった純資産残額は、1年間の増減により、212億3,900万円となっています。

＊住民一人あたり貸借対照表＊　（平成２３年３月３１日現在）

　貸借対照表を、23年3月31日現在の住民基本台帳人口（14,065人）で割ると、住民一人あたりの貸借対照表となります。
　資産合計（257億1,300万円）÷人口（14,065人）≒183万円が、一人あたりの資産です。
　負債合計（44億7,400万円）÷人口（14,065人）≒32万円が、一人あたりの負債です。　
　一人あたりの資産は前年より増加し、一人あたりの負債も前年よりわずかに減少しました。

　純経常行政コスト44億1,000万円に対して、地方税などの経常的な一般財源が36億7,700万円、経常的なコストに対する
補助金が7億7,800万円となっており、財源不足はないと言えます。

32億900万円 190億3,700万円 △10億1,400万円

△1億3,500万円 3億9,200万円 △2億5,700万円

2億3,500万円 7億7,800万円

800万円

△44億1,000万円

36億7,700万円

公共資産等整備国県補助金等
公共資産等整備一
般財源等

その他一般財源等

31億900万円 186億4,500万円 △8億1,000万円

　資金収支計算書は、１年間にどれだけお金が入り、
どれだけ出ていったかを表しています。
　お金の出入りを活動区分別（経常的収支、公共資産
整備収支、投資・財務的収支）に表示することで、そ
れぞれの活動における資金調達や資金の使い方を
明確にしています。

　経常的な行政サービスの収支状況を示す「経常的
収支の部」における収支額は15億9,700万円（①）、公
共施設整備の収支状況を示す「公共資産整備収支の
部」における収支額は△3億1,100万円（②）、基金積
立や借金返済などの資金調達に係る収支状況を示す
「投資・財務的収支の部」における収支額は△12億
4,000万円（③）となっており、１年間で歳計現金は
4,600万円（④）増加しています。

　その結果、21年度末の歳計現金残高（⑤）が1億
8,700万円だったことに対し、22年度末の歳計現金残
高（⑥）は2億3,300万円となっています。


